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大妻女子大学家政系研究紀要 ─ 第 50 号（2014.3）
死後長期間を経過して発見された大阪市内における
自宅単身生活者の死亡例「孤立死」例に
ついての記述疫学的検討
反町吉秀
大妻女子大学家政学部食物学科
Descriptive Study on ‘Isolated Deaths,’ Persons Living Alone at Home Found Dead 
in Osaka City with Long Postmortem Interval
Yoshihide Sorimachi
Key Words :  孤立死（isolated death），孤独死（death of living alone），監察医（medical exam-
iner），性差（gender difference），死因（cause of death）
要旨
　「孤独死」や「孤立死」が社会問題化して久しい
が、それらの概念については未だコンセンサスが得
られていない。また、予防の基礎となる疫学的デー
タも十分でない。本研究では、自宅で死亡した単身
生活者でありかつ死体検案時点で死後 1週間以上経
過していると監察医が判断した事例を便宜的に「孤
立死」と定義した。監察医による取扱いを受けた大
阪市内の事例の死体検案書の閲覧を行い、この定義
に従って分析対象例を抽出した。記述疫学的な検討
を行うことで、社会的に孤立した状況における単身
世帯者の死亡の特徴づけを行い、予防のための基礎
的データを提供することを目的として、研究を実施
した。その結果、「孤立死」者数は、1985年と比較
し、1995年では 2.7倍に増加していた。単身一般
世帯あたりの「孤立死」率でみても、1.9倍に増加
していることがわった。孤立死の年齢分布にも、死
因のパターンにも性差が認められた。男性は、女性
と比較し、どの年齢階層でも、単身世帯当たりの
「孤立死」率が高いことが判明した。これらの結果
は、単身世帯の社会的孤立状況に性差があることを
示唆していると考えられた。これらの所見の要因分
析には、多角的視点からの諸研究が必要と思われ
た。
緒言
　「孤独死」や「孤立死」が社会問題として語られ
るようになって久しい。近年は、悲惨な「孤独死」
や「孤立死」事例の報道や、「無縁社会」をめぐる
テレビ番組の報道等もなされて、国民的関心も高
まっている1）。厚生労働省も「孤立死ゼロ・プロ
ジェクト」を立ち上げ自治体への働きかけを行って
おり2-3）、実際、予防対策に取り組む自治体、NPO、
住民団体等も出てきている4-6）。
　ところで、日本で「孤独死」という言葉が用いら
れたのは、1995年 1月 17日に発生した阪神・淡路
大震災後の仮設住宅での独居者の死亡にまで遡る。
震災で住まいを奪われ、仮設住宅で生活していた被
災者が人知れぬまま亡くなり、後日発見された事例
について、「孤独死」として呼びならわされたのが、
「孤独死」という言葉が人口に膾炙した最初であ
る1）、7）。しかし、そのような「孤独死」は、当時で
あっても被災地に特有なものではなく、筆者が当
時、非常勤監察医として勤務していた大阪市内にお
いても日常的にみられていた8-9）。
　その後 10数年経てもなお、「孤独死」や「孤立死」
の概念や定義は、研究者、行政、住民等の立場を問
わずばらばらであり、コンセンサスが得られていな
い4）。そのためもあってか、予防のために必要な「孤
独死」や「孤立死」の基礎的データは、金涌らによ
る精力的な調査が継続的に行なわれている東京都 23
区内を除くと、十分な蓄積が行われていない10-14）。
死者が社会的な孤立状況にあったかどうかは問わ
ず、単身生活者の自宅死亡例のデータの蓄積やその
解析はあっても、「孤立」に焦点を当てたうえで、
基礎的データを提供する研究は特に少ない15-16）。
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　そこで本稿は、死後長期間発見されないというこ
とを指標にして「孤立」に一応の焦点を当て、この
問題が社会問題化した黎明期における「孤立死」に
関する基礎的なデータの提供を主たる目的として執
筆されたものである。
方法
　国勢調査年の 1985年、1990年、1995年に大阪
府監察医事務所において監察医による取扱いを受け
た大阪市内の死体検案例（それぞれ 1903例、2421
例、3119例）に対して、死体検案書の閲覧を行い、
自宅で死亡した単身生活者でありかつ死体検案時点
で死後 1週間以上経過していると監察医が判断した
事例を抽出した。そして、これらを便宜的に「孤立
死」と定義した。なお、単身世帯者が在宅死亡し
て、一定期間経過して発見される状況の死体は、そ
のほとんどが医師法第 21条に基づく異状死に該当
する。大阪市内では、積極的に犯罪死が疑われる死
体を除く異状死のほぼすべてを監察医事務所が取り
扱うこととなるため、死後 1週間以上経過して発見
された単身者の死亡は悉皆的に把握することができ
る。
　まず、1995年の事例について、年齢階級別に事
例数を算出し、男女間で事例数と年齢分布を比較し
た。次に、男女それぞれについて、1985年と 1995
年の年齢分布の経年変化を比較した。更に、1995
年の事例について、死体検案書に記載された原死因
毎に事例数を算出するとともに、死因分布パターン
の性差について検討を行った。また、男女間で年齢
分布が異なることを考慮し、65歳以上の高齢者「孤
立死」例の死因分布パターンの性差についても追加
して検討を行った。なお、本研究で抽出された事例
における原死因には多くの推定死因が含まれてい
る。死因「不明」は、死後変化により死因及び死因
の種類の判定がなされなかったものを示す。「病死
推定」は、病死が推定されたが、死因の特定はでき
なかった事例を示す。次に、経年変化による世帯構
成が、「孤立死」数に与える影響を除去するため、
国勢調査資料に記載された大阪市内の単身一般世帯
の性別・年齢階級別世帯数を用いて、単身一般世帯
あたりの「孤立死」率等を算出した。
　なお、筆者らは、第 57回日本公衆衛生学会総会
（1998年 10月、岐阜）において、「死後長期間を経
過して発見された大阪市における単身生活者の自宅
死亡例について」の発表を行った。しかしながら、
その発表の詳細については論文化されないまま長期
間が経過してしまった。本稿は、上記学会発表時点
で連結不可能匿名化されたデータを用い、再度分析
を行い執筆したものである。
結果
　図 1は、1995年の大阪市内における「孤立死」
の性別年齢階級別分布を示す。全死体検案例 3,119
例中 201例（6.4%）を「孤立死」として把握でき
た。男性が 161例、女性が 40例であり、男性が全
体の約 80%を占めた。年齢分布には性差があり、
男性では、おおむね 40歳代に増加し、50歳代から
前期高齢者にかけて、高原状のピークを持つ分布が
認められた。男性では、65歳以上の高齢者が占め
る割合は 35.4%であった。それに対して、女性で
は、高齢者が 77.5%を占めていた。
　図 2は、男性「孤立死」者の年齢分布の経年比較
を示す。1985年には、50-64歳の壮年層にピークが
あり、前述の 1995年の年齢分布とは異なっていた。　
　図 3は、女性「孤立死」者の年齢分布の経年比較
を示す。1985年には、ピークとなる年齢層は認め
られず、一方、1995年は高齢者にピークを認め、
年齢分布が異なっていた。
　表 1は、1995年における「孤立死」例の性別死
因数及び割合（%）を示す。男女ともに、一般国民
では死因 1位である悪性新生物の割合が低かった。
統計的に有意ではなかったが、死因パターンに性差
がある傾向が認められた。男性では、消化器疾患
（悪性腫瘍を除く）及び自殺がそれぞれ、16.8%、
8.7%を占めていたのに対して、女性ではいずれも
0%であった。対照的に、心疾患は、男性では 32.3%
であったのに対して、女性では 55.0%を占めていた。
　表 2は、1995年における高齢者（65歳以上）の
「孤立死」例の性別死因数及び割合（%）を示す。
死因パターンの性差は、表 1で示した全年齢層よ
り、縮小する傾向が認められた。
　表 3は、大阪市内における単身一般世帯数の推移
と「孤立死」（総数）の人口当たりの率及び単身一
般世帯当たりの率について、経年変化を示す。1995
年の「孤立死」数は、1985年の 2.7倍になった。
その間、人口はほぼ横ばいであったが、単身一般世
帯は約 12万世帯増加し、全世帯に占めるその構成
割合は 7.6%増加した。その間に、単身一般世帯当
たりの孤立死率は、1.90倍となった。
　図 4は、1995年における性別年齢階級別の単身
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一般世帯当たりの「孤立死」率を示す。各年齢階層
で、男性の「孤立死」率は女性と比較して著しく高
く、70-74歳では、男性の「孤立死」率が女性の
15.5倍に及んだ。男性の「孤立死」率のピークは
70-74歳であったのに対して、女性の「孤立死」率
のピークは 80-84歳にあった。
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図 1　大阪市内における性別年齢階級別「孤立死」数（1995 年）
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図 2　大阪市内における男性「孤立死」数の経年変化
　　  （1985年と 1995年の比較）
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考察
1.　「孤独死」及び「孤立死」の概念について
　1995年 1月 17日に発生した阪神・淡路大震災後、
被災者が居住する仮設住宅において、単身世帯者
（独居者）が死亡し後日発見される例が「孤独死」
として、マスコミにより報道されるようになった。
また、このような事例の多くは、警察による検死の
対象となり、当時から現在に至るまで独居死とし
て、警察による統計がとられ、法医学者による調査
もなされた7）。本来、人の死が孤独か否かというこ
とは、死者本人の主観的感情や人生観によるとも考
えられ、他者が勝手に「孤独死」とのレッテル張り
をすることは僭越とも考えられる。しかしながら、
単身者が人知れぬまま死亡し後日発見される背景に
は、親族や地域の人との人間関係が希薄化している
ことを反映している場合があり、その意味で「孤独
死」という言葉は、ことの本質を言い当てている側
5
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図 3　大阪市内における女性「孤立死」数の経年変化　
　　  （1985年と 1995年の比較）
表 1　 大阪市内における「孤立死」の死因パター
ン性別比較（1995 年）
男性数（割合） 女性数（割合）
心疾患  52 （32.3%） 22 （55.0%）
悪性新生物   7 （4.3%） 2 （5.0%）
脳血管障害   4 （2.5%） 2 （5.0%）
消化器疾患  27 （16.8%） 0 （0.0%）
呼吸器疾患  10 （6.2%） 3 （7.5%）
糖尿病   3 （1.9%） 1 （2.5%）
低栄養   8 （5.0%） 2 （5.0%）
病死推定   4 （2.5%） 2 （5.0%）
自殺  14 （8.7%） 0 （0.0%）
その他   3 （1.9%） 2 （5.0%）
不明  29 （18.0%） 4 （5.0%）
合計 161 （100%） 40 （100%）
表 2　 大阪市内における高齢者（65 歳以上）「孤
立死」の死因パターン　性別比較（1995
年）
男性数（割合） 女性数（割合）
心疾患 26 （45.6%） 20 （62.5%）
悪性新生物 4 （7.0%） 2 （6.3%）
脳血管障害 2 （3.5%） 0 （0.0%）
消化器疾患 4 （7.0%） 0 （0.0%）
呼吸器疾患 4 （7.0%） 2 （6.3%）
糖尿病 1 （1.8%） 1 （3.1%）
低栄養 2 （3.5%） 1 （3.1%）
病死推定 1 （1.8%） 2 （6.3%）
自殺 2 （3.5%） 0 （0.0%）
その他 1 （1.8%） 1 （3.1%）
不明 10 （17.5%） 3 （9.4%）
合計 57 （100%） 32 （100%）
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面がある。ただし、単身者の在宅死亡例の中には、
「孤独死」とされた人であっても、別居の親族や地
域の人たち、友人等と密接で温かい関係があった人
が存在する可能性も想定できる。したがって、この
ような定義による「孤独死」の概念には問題が多い
と言える。実際、「孤独死」に、① 65歳未満、
② 自殺、③ 自宅以外での死亡、④ 独居者以外、
を含めるかについては、研究者、行政、住民の如何
を問わず論者により千差万別であり、「孤独死」の
概念についてはいまだコンセンサスが得られていな
い4）。他方、最近、厚生労働省が「孤独死」とは別
に「孤立死」という言葉を用いて、その予防施策を
開始している2）。一人暮らしでの死亡ということよ
りは、社会的孤立状態で亡くなったという点に焦点
を当てた概念のようである。近年は、無縁社会とい
う言葉とセットで「孤立死」という言葉が用いられ
ることも多く、単身者だけでなく 2人以上世帯の住
民が、死後長期間を経て発見される事例も、「孤立
死」として報道されることがある1）。すなわち、「孤
立死」という言葉についても混乱がみられ、明確な
定義はなされていない。
　他者と密接な関係にあった事例の場合、死後数日
以内に発見されることが多く、1週間以上発見され
ないまま放置されることはまれであると想定され
3 E 03
3.E-03
4.E-03
4.E-03
5.E-03
5.E-03 男性
女性
「孤立死」
率
0.E+00
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図 4　大阪市内における性別年齢階級別
　　  単身一般世帯当たり「孤立死」率　（1995年）
表 3　大阪市内における粗「孤立死」率と単身一般世帯当たり「孤立死」率の経年変化
1985年 1990年 1995年
大阪市人口 2,636,249 2,623,801 2,602,352
全世帯数   961,116 1,050,560 1,084,456
単身一般世帯数   274,027   328,451   392,072
単身一般世帯率 28.51% 31.26% 36.15%
総孤立死数 74 124 201
総孤立死数比率 1.00 1.68 2.72
粗孤立死率 2.81×10-5 4.73×10-5 7.72×10-5
粗孤立死率比率 1.00 1.68 2.75
単身世帯当たりの孤立死率 2.70×10-4 3.78×10-4 5.13×10-4
単身世帯当たりの孤立死率比率 1.00 1.40 1.90
注）比率はすべて、1985年の値を基準として算出したもの
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る。したがって、発見されるまでの日時が長いこと
は、生前において周囲の人々等との人間関係が希薄
であり、社会的に孤立していた可能性を反映してい
ると考えられる。そこで、本研究では、自宅で死亡
した単身生活者でありかつ死体検案時点で死後 1週
間以上経過していると監察医が判断した事例を、便
宜的に「孤立死」と定義して調査を行った。なお、
著者らは、スウェーデン王国ストックホルム郡にお
いても、これと同じ定義に基づいて、同時期に調査
を行っている15）。日本においても、生前の社会的孤
立の指標として、発見までの死後経過期間に注目し
て検討した研究が少ないながら見られる16）。
2.　年齢分布の性差について
　男性では、1995年の時点では、高齢者だけでな
く、むしろ壮年世代の「孤立死」例の方が多く、高
齢者問題としてのみ、捉えることは適切でないと示
唆された。それに対して、女性では、高齢者の割合
が 8割近くに及び、女性では、「孤立死」問題が高
齢者問題としての性格が強いことが示唆された。こ
れは、金涌らによる東京 23区における「単身世帯
者の自宅で発見された異状死」に関する調査結果12）
とほぼ対応する結果であった。
3.　1995 年の死因パターンの性差について
　本研究で抽出された事例は、その一部しか解剖さ
れていない。また、例え解剖がなされていたとして
も、死後 1週間以上を経過して、死体検案が行われ
た事例であるので、死後変化の影響により死因判定
が困難であったり、死因を推定せざるを得ない事例
も含まれている。本研究における死因パターンの検
討にはそのような限界がある。死因パターンの概要
をみたところ、統計的に有意ではないが、男女間で
異なる傾向が認められた。特に、心疾患、消化器疾
患、自殺の構成割合に性差が見られた。消化器疾患
の中には、アルコール性肝硬変等、アルコールとの
関連を推測できる死因の記載が多いことから、男性
の「孤立死」には、アルコール問題の関与があるこ
とが示唆された。なお、65歳以上について対象を
絞って死因パターンを検討すると、性差がはっきり
しなくなる傾向を認めたことは、「孤立死」全体の
死因パターンの性差の要因として、男女間に「孤立
死」の年齢構成に違いがあること、すなわち、女性
の「孤立死」が高齢者に偏っていることに影響して
いることが示唆された。死因パターンに性差が認め
られる傾向があることや男性ではアルコールに関連
する疾患が原死因となるケースが多い傾向について
は、金涌らが、東京都 23区内における「単身世帯
者の自宅で発見された異状死」の死因について調査
した結果13）と、ほぼ同様であった。
4.　単身世帯当たりの「孤立死」率の経年変化につ
いて
　1985年と比較し、1990年、1995年は単身一般世
帯数が増加しており、1985年と比較して 1995年に
2.72倍となった「孤立死」数の増加には、単身一般
世帯数の増加が寄与していると考えられた。そこ
で、単身一般世帯当たりの「孤立死」率を算出し
て、比率をみた。その結果、単身一般世帯当たりで
見ても、「孤立死」は、1.90倍と著しい増加をみせ
ていた。このことは、単身一般世帯の増加とは別
の、他の諸要因が「孤立死」増加に寄与しているこ
とを示唆する。この結果は、金涌らが東京 23区で
調査11）により確認した「単身世帯者の自宅で発見
された異状死」の死後経過時間の延長傾向と対応す
るものであった。他方、筆者らがスウェーデン王国
ストックホルム郡で行った同じ「孤立死」定義に基
づく、同時期の調査では、対照的に、「孤立死」数
も「孤立死」率もほとんど増加していなかった15）。
このことは、「孤立死」率の増加が、この時期の日
本に特徴的である可能性を示唆している。
5.　「孤立死」率の男女差について
　単身一般世帯あたりの「孤立死」率は、程度の差
こそあれ、どの年齢階層で見ても、男性が女性と比
較して著しく高かった。この結果も、男性の「孤独
死」年齢調整死亡率が、女性の約 2倍であったとす
る東京 23区における金涌らによる「単身世帯者の
自宅で発見された異状死」調査12）と対応する結果
であった。「孤立死」率の著しい男女格差が何を意
味するかは、本研究のみから詳細を推定することは
困難である。しかしながら、同じ単身生活でも、男
性は女性と比較して、「孤立死」についてハイリス
クであったと言える。男性単身生活者は、女性と比
較して、「孤立死」につながりうる何らかのリスク
要因を抱えている場合が多いのではないかと推測す
ることができた。
6.　本研究の限界と意義
　本研究は、便宜的に定義した「孤立死」の基準を
用いて、「孤立死」を記述疫学的に検討したに過ぎ
ない。したがって、本研究で明らかとなった「孤立
死」の経年的増加や男女差について、本研究そのも
のからその要因を分析することは困難である。むし
ろ、本研究の意義は、「孤独死」や「孤立死」が社
会問題とされた黎明期における大阪市内の「孤立
死」のデータを提供することにより、様々な視点か
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ら「孤立死」の要因を解析し、その予防対策を検討
するための基礎とすることにある、と考えている。
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Summary
　‘Isolated death’ or ‘death of a person living alone’ has been a social issue for many years in Japan, though epidemiological 
data on it as a base for prevention are not enough.　We extracted all the cases of persons living alone found with more than 1 
week death interval and defined such a case as ‘isolated death’.　The number of ‘isolated deaths’ in 1995 in Osaka City 
increased 2.7 times compared to that in 1985.　The rate of ‘isolated death’ per single households increased 1.9 times compared 
to that in 1985.　That for male in 1995 was higher than that for female for every age group.　The age distribution of ‘isolated 
death’ and the pattern of its causes of deaths in 1995 were different between male and female respectively.　These findings 
about the gender differences on ‘isolated death’ suggest that social situations of males living alone were different from those of 
females.　However, a possible significance of the study is to provide epidemiological data as a base for preventing ‘isolated 
deaths’.　To interpret the findings in the study further various studies from multiple viewpoints are needed. 
